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―3 月 11 日に発生した東日本大震災により被災された東北地方の方々に対し、 

心からのお見舞いを申し上げますと同時に、 

被災地の一日も早い復興を心より祈念致します。― 

 
3 月 11 日に発生した東日本大震災は、国内外にさまざまな影響を及ぼしてい

ることはいうまでもない。住まいや生活に対する消費者の考え方も確実に変化

していると思われる。当研究室では、愛知県の消費者の住生活に対する考え方

の変化について緊急のアンケートを実施した。このシリーズでは消費者の住生

活への思いがどのように変化したのかを紹介したい。今回はその最初の報告で

ある。  
 
愛知県で一戸建住宅を最近購入した人、数年以内に購入を検討している人達

に対し、3.11 東日本大震災以後、住まいに対する考え方に大きな変化が出てく

るかどうかを尋ねた。すると非常に変化する 25.57％、変化する 39.73％、少

し変化する 23.29％という結果が出た。（表 1 参照）これら３つの回答を合計す

ると約９割の人が何らかの変化があると回答したことになる。住まいに対する

考え方は変化を余儀なくされるようだ。  
次に、上記の３つの回答をした人達に、具体的に何が変化したのかを尋ねて

みた。（表２参照）  
最も多かったのが住まいの地盤や液状化現象 71.13％、次いで住まいの耐震

性や耐火性 61.86％、住まいの基礎工法・基礎工事 53.61％、住まいの構造

46.91％が続いた。４つの選択肢は他の選択肢を大きく引き離している。  
今までも建物の工法・構造、耐震性・耐火性についての関心は強かった。し

かし、今回のアンケートではそれらについての関心が一層高まり、それ以上に

地盤、特に液状化についての関心が急上昇したという結果になった。これは、

住まいの価値が建物の性能のみでなく、地盤の性能も加えて論ずべきという流

れに変化したということなのではないだろうか。  
今後、住宅供給側は地盤や液状化対策への対応が早急に、そして確実に求め

られるようになりそうだ。  
以上  

 
※ 本ページの内容はあくまで執筆者の個人的見解に基づくもので、当社としての正式見

解と必ずしも一致するものではありません。予めご了承願います。  
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住まいの価格・家賃

住まいのローンの設定期間や額

購入時期

（購入済みの場合は仮に想定してその時期）

住まいの基礎工法、基礎工事

住まいの地盤や液状化現象

住まいの構造（材質や工法等）

住まいの耐震性、耐火性

軽快でシンプルな外観デザイン

重厚で落ち着いた外観デザイン

住まいの間取り

住まいの風通し

家具の転倒防止

太陽光発電

住まい自身の節電の性能
（屋根材、外壁材、断熱材、省エネサッシ、省エネドア等）

住設備の省エネ性能
（キッチン、風呂、トイレ等）

職場と住まいが近い

災害時の避難所（小学校や公民館等）と住まいが近い

駅や高速道路のインターチェンジと住まいが近い

コンビニやスーパーと住まいが近い

その他

(%)
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表１． 表２．

（1）調査対象：愛知県在住で、既に一戸建住宅を購入した人、これから購入をしたい人
・注文住宅を３年以内に建てた、又は３年以内に建てたい人（113名）
・分譲戸建住宅を５年以内に建てた、又は５年以内に購入したい人（106名）

（2）サンプル数：ｎ=219
（3）調査期間：2011年6月10日（金）～６月15日（水）
（4）調査会社：gooリサーチ http://research.goo.ne.jp/
（5）企画・立案・作成：東新住建株式会社住宅市場研究室




